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本論文 は、転形問題 をめ ぐる論争の経緯を辿 りなが ら、 この問題の最終的解決がいかなるもので
ありうるかを検討 した試論である。以下、各章の論 旨を述べる。
序論。転形問題は、 エンゲルスが 『資本論』第2巻 の序文で 「価値法則を侵害 しないだけでな く、
む しろ価値法則を基礎 としなが ら、いかに して均等な平均利潤が形成 されるのか、 また形成 されざ
るをえないのか」 に答えよ と挑発 して以来、一世紀余に及ぶマルクス経済学の懸案である。 この問
題に対す る本論文 の方針は、価値の生産価格への転化に関す る論証 の技術的 ・数学的な点を優先 さ
せることにある。転形問題 をめ ぐる論争史 は、 この問題がマルクス経済学 に対す る反証問題、数学
的に仕掛 けられた罠であることを示 している。 この罠を見破 り、罠が もはや罠でな くなるよ うにな
ること、それが転形問題の終わ りである。
第1章 。「ボル トキェヴィッチの仕掛 けた罠」 は次の3っ である。(1)価値 の生産価格 への転形 を
示すマルクスの転形手続 きは、単純再生産の均衡条件 を覆す とい う 「内的矛盾」に陥 る。② 「総価
値=総 生産価格」 とい うマルクスの命題が成立するのは、貨幣商品を生産する資本の資本構成が経
済体系全体のそれに比例 しているという、 きわめて特殊な場合 だけである。(3)「総価値=総 生産価
格」が成立す るように価格単位 を選ぶ ことは可能であるが、そのとき同時に 「総剰余価値=総 利潤」
命題 を成 り立 たせ ることは、一般 には不可能である。
この3つ の批判に対 して本論文 は次のよ うに答える。(1)価格 タームでの単純再生産 の均衡条件式
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が破 られ ることは転形問題 の解決 とは無関係である。 ボル トキェヴィッチもスウィージー も、奢移
財生産部門が一般的利潤率決定 に関与 しないことを知 りなが ら、単純再生産の均衡条件式の破 れを
以てマルクスの転形手続 きを批判するとい う愚 を犯 している。(2>「総価値=総 生産価格」が成立す
ることは、置塩信雄、A.シ ャイク等の逐次修正方式 に したがえば、簡単 に証明で きる。 この命題
を論ず るために貸幣商品生産部門の資本構成を参照す ることは、不必要である。(3)しか し、置塩=
シャイクの逐次修正方式 に したが うかぎり、「総剰余価値=総 利潤」命題 は成立 しない。 ボル トキェ
ヴィッチの3っ の罠のうち最後の ものだけが本当の罠である。
総計一致の二命題が ともには成立 しないとすると、利潤の源泉が剰余価値以外 には存在 しないと
す るマルクスの搾取理論 の根拠が失われかねない。 マルクス経済学にとっての この危機 は、置塩信
雄、森嶋通夫等 による 「マルクスの基本定理」の証明によって一応回避 され る。 しか し、それにも
かかわ らず 「資本主義存続の必要十分条件 は搾取が存在す ることだ」 との証明が十分な説得力を持
っには至 らなかった。その理 由は、第一 に、平均利潤率 と相対価格が 「価値」「剰余価値」 の概念
な しで代数的に確定で きるか らで あり、第二 に、 マルクスの基本定理がその証明のどこかで価値決
定方程式 に訴えざるをえないか らである。
第2章 。転形問題論争史の第2段 階 は、固定資本が存在 し結合生産が行われ るよ うな経済 におけ
る商品の価値、 あるいは商品に含 まれる労働量:の問題か ら始 まる。論争 のこの新 しい展開 は、P.
スラッファの 『商品による商品の生産』によって先鞭 をっけられ、1.ステ ィー ドマンの 『ス ラッファ
後のマルクス』 において頂点 に達 した。 スラッファは終始 この論争 に沈黙を守 った。 この章 は 「ス
ラッファの沈黙」の論理的背景 を解明す ることに当て られる。
スラッファの標準商品 は、マルクスが 「中位 のまたは平均的な資本構成」 と呼んだ部門で生産 さ
れる商品に対応する。 このような商品の価値 は 「もしも資本構成が各部門で均等であるとしたな ら
ば得 られ るであろうところの生産価格」に一致す る。 したが って、標準体系 においては価値 と生産
価格 の乖離 は存在 しない。標準商品が 「不変の価値尺度」なのであるか ら、個別的商品 は生産価格
のみを持つのである。 こうして、マルクスの 「価値」 は 「変動する価格の重心」 としての役 目を奪
われる。 スラッファが 「転形問題は存在 しない」 と言 うのは、 この理 由による。
ステ ィー ドマ ンは、 マルクスの基本定理 を反証 する目的で 「価格 は正でありなが ら負の価値 を持
つ」商品が存在するようなモデルを考案 した。 しか し、 スラッファをべ一スにしてマル クスの 「価
値」を攻撃 しようと して も、 そもそも攻撃 される 「価値」が同定 されないのだか ら、 ステ ィー ドマ
ンの試み は成功 しない。「正の価格、負の価値」が出て くる一般 的条件 は、 こんにちでは数学的 に
明 らか にされて いる。 ところが、その一般的条件に即 して観察するな らば、価値決定方程式 は、む
しろ、 スラッファの生産方程式の特殊 ケースー利潤率が ゼロであるケースーと見なされ るべ きであ
る。不等式アプ ローチに訴えて 「真の価値」を要求す る森嶋=カ テフォレスの提案 は、価値決定方
程式をそのよ うに見なさない場合にかぎって正当化 される。
第3章 。「転形問題の終わ り」があるとすれば、それ はどのよ うなものであろうか。論争史のな
かで繰 り返 し登場す る転形問題の諸仮定は次の4つ である。
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さて、(b)と(d)は議論 の前提であり、その2っ に(c)を加えれば必然的に(a)が出て くる。 しか るに、
(a)を認 めるな らば 「総剰余価値=総 利潤」命題は成立 しない。 そこで 「総剰余価値=総 利潤」命題
が成 り立っための十分条件 を求 めてみる。すると、その条件 は 「どの部門の総産 出量 も、それぞれ
の生産物が経済体系全体 において生産手段 として使 われる量 に対 して同一 の比率を保つ こと」であ
ることが分か る。 この条件 は標準体系によって満たされる。 したが って、総計一致の二命題 をとも
に成 り立たせ るには、資本構成が事実上不均等 である現実の体系を標準体系に直 してやれば十分 で
ある。
標準体系 は分配問題か ら独立である(そ れゆえ、利潤率 と相対価格 を不変 に保っ)か ら、標準体
系に訴え ることは抽象による科学 的理想化 の方法である。 この理想化 によ ってマルクスの 「価値」
は 「不変の価値尺度」 としての標準商品 と分配問題か ら独立 でない生産価格に両極分解 するが、 マ
ルクスが 「価値」を必要 と したのは、商品の価格決定のためで はな く、経済体系全体の動 きを論ず
るためであった ことに留意す るな らば、 この両極分解によって失われ るものはないように思われる。
実際、価値 と価格の分離 を前提する立場においても、総計一致の二命題を ともに成立せ しめる場合
には、 どこかで 「標準化」 による調整を行 わざるをえない。 こうして、森嶋=カ テフォレスは価値
か ら生産価格 への転形以前 に各部 門の産出量を調整 し、 クラウゼの 「労働の標準還元」体系は、具
体的労働の評価方法 によって 「抽象的労働」一それは時間の次元を持たない一を調整iするのである。
物的な産出量 を調整す るか具体的労働の評価方法で調整す るかの違いはあ って も、それ以外の調整
方法 は存在 しないであろ うか ら、転形問題 の解決 は 「標準化」 という手続 きに訴えざるをえないこ
とになる。
付論。科学的理想化 として標準体系 に訴 え、総計一致の二命題を ともに成立せ しめる観点 は、転
形問題の4っ の仮定 に手 を加えず 「総剰余価値=総 利潤」命題を断念す る置塩 の解決法 に対 して、
いかなる利点 を持つであろうか。 それを調べ るために、 マルクスの 「一般的利潤率の傾 向的低下 の
法則」をめ ぐる置塩の理論 を検討す る。
置塩理論 は一般的利潤率低下 の原因を実質賃 金率の上昇 に求める。 これを検討 するために、 まず、
置塩理論 を支え る彼の基本的な数学的定理 は、その逆 も成立す ることを証明 し、実質賃金率 と利潤
率の関係 を因果関係か ら解放す る。次 に、置塩の与え る数学的定理がすべてスラ ッフ ァ体系 に埋 め
こみ可能であることを証明する。 その上で、置塩理論においては技術選択の問題 と利潤率の関係が
外的 ・偶然的であることを明 らか にする。す ると、 この欠陥 の原因は、価値 と価格の乖離を資本主
義の基本事実 と認 める、転形問題 に対す る置塩の解決法 にあることが示唆される。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
藤田告吾氏 は、『意味 と実在』1984、 『なぜ科学批判 なのか』1984、 『相補性 の哲学的考察』1991
等 の著者 として知 られ る哲学者であるが、本論文 では、量子力学方法の研究等でな らした数理的能
力を駆使 して、 マルクス経済理論の転形問題 にっいてのボル トキエヴィッチか ら最近 までの論争 を
歴史的に研究 し、 これを総括 している。本論文 の結論 は、「マル クスの基本定理」 は、総計2命 題
に こだわ らず、 また結合生産 や固定資本 の存在す る場合 の 「負 の価値」「負の労働」 とい う反論を
斥 けて、成立する。 しか しこれは転形問題への防御的 ・消極的解答である。逐次修正方式 や 「1っ
の体系」、 ス ラッファの標準体系 ・標準商品によらて総計2命 題 を支え る数学 的構造が判明 してい
る。 これに対応 して、 マルクスの 「価値」概念を 「平均価値」 か ら 「総価値の可除部分」 ない し
「標準商品」 とすれば、「転形問題 は終わ った」、すなわち問題 自体が存在 しな くなっているとい う
ものである。
本論文は、数学的に表現されている各論者の議論を評価 し位置付 け、転形問題の理論史的研究上
い くっかの寄与を行 っている。(1)「マルクスの基本定理」を、価値決定方程式 に見 られ る問題や総
計2命 題の論理構造 の解明がない点で、暫定的で防護的解答 と し、相対化 していること。(2)結合生
産、固定資本存在 の場合の 「負の価値」 「負 の労働」 は非効率な生 産 も用 いる ことを前提 とす る
「論理的 に不可能な試み」であることを手際よ く示 していること。(3)逐次修正方式 ・ 「1っ の体系」
論 によって総計2命 題 の関係、賃金利潤相反論や搾取論の2つ の タイプ、標準体系で はどういう意
味で 「転形問題 は存在 しない」 ことになるのかを示 してい ること。(5)置塩利潤率低下論 に明敏 な批
判を加えていること、 などである。
他方で、本論文の 「標準体系に訴えて、総計2命 題 をともに成立 させ る解決の方法を好む」 とい
う方向性 には、 スラッフ ァ標準体系の転形問題 との関係の批判的検討が十分か とい う問題を残 して
いる。すなわち、 スラッファの議論では、生産手段を含む標準純生産物 中の標準商品比率で 「賃金」
が表 されていて、馬のかいば以下 の非現実的仮定にな っている点 や、ス ラッファの言に もかかわ ら
ず、現実の体系を標準体系 に転換するとき、線形 ・非代替の生産関数 が前提 されてい る点の検討が
十分でな く、 また標準体系 は資本構成がすべての部門で均一であることを意味 し単純再生産 は標準
体系 の特殊ケースであるとい う論証の十分でない命題が用 いられていることなどであ る。 これ らの
問題を超えよ うとす るときに も、標準体系 に沿 った 「転形問題 は終わ った」 とい う解答が維持 され
うるかど うかが検討課題である。
それに して も、本論文の転形論争史論は、数理的能力を備 えた もので あるためいろいろな論点を
奥深 くまで分 け入 ってよ く検討 しており、十分に高い水準を持ちかつ この論争史の整理 と評価 に明
確 に寄与する点を持 っている。よ って、博士論文 として合格 と判定す る。
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